
第4章 食品機動監視班(健 康安全研究センター)に よる監視事業

第4節 先 行 調 査

第1調 査目的

先行調査は、内分泌かく乱化学物質など都民の関心が高い問題や、食生活の多様化などにより新たに発生した食品衛

生上の問題などについて、先行的に実態 を調査 し、安全性の確認や新たな基準設定のための資料を蓄積するなどを目的

に、毎年計画的に実施 している事業である。

第2調 査事項

平成15年 度は、次の13テ ーマについて実施 した。

1輸 入ハーブ等の衛生学的及び流通実態調査

2市 販の輸入食品に使用 されている器具・容器包装の衛生学的実態検査

3通 信販売食品の衛生学的実態調査

4業 務用食材の農薬及びカ ドミウムの汚染実態調査

5都 内流通食肉におけるE型 肝炎 ウイルス保有状況調査

6ミ ネラル補給用健康食品の流通実態調査及び含有量調査

7食 品への放射線照射の探知調査

8容 器・包装からベ ビーフー ド等への内分泌かく乱化学物質移行実態調査

9ア レルギー物質の非意図的混入及び適正化調査

10食 品中の内分泌かく乱化学物質に関する調査

11加 工食品のリステ リア菌汚染に関する衛生学的実態調査

12市 場に入荷する野菜類の食中毒菌等の汚染実態調査

13市 場に入荷する魚介類の浸漬液中における鮮度保持剤及び ビブリオ属汚染実態調査

第3調 査期間

平成15年4月 から平成16年3月 まで

第4調 査内容及び結果

310頁 から362頁 のとお り
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第4章 食品機動監視班(食 品指導センター)に よる監視事業

1輸 入ハーブ等の衛生学的及び流通実態調査

(1)調 査目的

我が国では、ハーブはスパイスや茶として利用 され

てきたが、欧米では薬理作用を期待 し、用いるものも

ある。近年の健康志向の高ま りにより、ハーブの機能

性を期待 して摂取することも予想されるが、その衛生

学的実態は明らかではない。

そこで、ハーブ市場動向、政府機関等が発する警告

情報を考慮 し、消費者ニーズの高い欧州産ハーブ、近

年注 目されている中南米産ハーブについて、食品衛生

学的及び流通実態調査に加え、薬事衛生部門と協働 し

て医薬品様成分等の調査を実施し、輸入ハーブ等の実

態把握に努めた。

(2)調 査方法

ア 調査期間 平成15年4月 ～平成16年3月

イ 検査対象品目及び内訳(表1)

輸 入ハー ブ57検 体

表1検 体 一 覧

イ 検査機関及び検査項 目

健康安全研究センター研究部門食品細菌研究室、真

菌研究室(細 菌数、大腸菌、ボツリヌス菌、好気性芽

胞菌、嫌気性芽胞菌、真菌)

天然化学研究室、食品添加物第一研究室、農薬分析

第一研究室、農薬分析第二研究室(ヒ 素、重金属、カ

ビ毒、異物、保存料、二酸化硫黄、農薬、総臭素)、

生薬研 究室(医 薬 品様成分)、 薬用植物 園(植 物鑑別)

ウ 流通実態調査

輸入業8社 を対象 に、聞 き取 り調査 を実施 した。

(3)調 査 結果及び考 察

ア 細菌検査結果(図1)

細 菌数 は、13検 体(22.8%)が ≧105/gで あ った。

好気性 芽胞菌は、5検 体(8.8%)が ≧105/gで あ った。

嫌気性芽胞菌 は、全検体が<103/gで あ り、44検 体

(77.2%)は 、<10/gで あ った。 大腸菌は、5検 体

(8.8%)か ら検出 された。ボツ リヌス菌は検 出 され

なかった。ハーブを原料 として食品 を製造 した場合 に

図1細 菌数検査結果

は、細菌が増殖す る恐れ もあ り、十分な加熱 、温度管

理等が必 要である。

イ 真菌検査結果

真 菌 は49検 体(86.0%)か ら 検 出 され た 。

Aspergillus flavusア フ ラ トキシン産生株 を検 出 し

たのは、4検 体(7.0%)で あ った。 検出率は高い順

に、Aspergillus属27検 体(47.4%)、Eurotium属(好

乾菌)24検 体(42.1%)で あ った。高温多湿 の条件

下での保存 を避 け、真菌 の増殖 を防 ぐ必要が ある。

ウ ヒ素及 び重金 属

銅及 び亜鉛 を全検 体か ら検 出 した。銅含量 は1.6～

15μg/gで あ り、カル ダモン15μg/g、 ペ パー ミン ト

13μg/g、 カモ ミール ・ジャーマ ン(平 均値)11.2μ

g/gの 順 に多か った。亜鉛含 量は3～64μg/gで あ っ

た。 クロムは、11検 体(19.3%)か ら1～6μg/g検

出 され た。鉛 は、6検 体(10.5%)か ら1～3μg/g検

出 された。 カ ドミウムは、セ ン トジ ョンズワー ト1
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検体(1.8%)か ら1μg/g検 出 され たが、その他 の検

体 は1μg/g未 満 で あった。 ヒ素含 量は、 いずれ も1

μg/g未 満 であった。

エ 異物(図2)

55検 体 について検査 を実施 し、39検 体(70.9%)

に異 物 を認めた。

異物 は、虫も しく

は虫の糞が41%

と最 も多 く、繊維 、

種 子、植物組織片 、

砂 粒、ネ ズ ミの糞

様 物、ネ ズ ミの毛

等 が認 め られた。 図2異 物の内容

オ 安 息香酸

31検 体(54.4%)か ら0.01～0.12g/kg検 出 した。

主なハ ーブの検 出値(平 均)は 、カモ ミール0.06g/kg、

セ ン トジ ョンズ ワ ー ト0.02g/kg、 ス ター アニ ス

0.01g/kgで あ った。

カ サ リチル酸

マ カ及 びハ イ ビス カ スの2検 体(3.5%)か ら

0.01g/kg検 出 した。

キ 農薬(表2、 表3)

16検 体(28.1%)か ら11農 薬(延 べ26農 薬)を

検 出 した。 クロル ピ リホ スは6検 体 か ら0.02～

0.21ppm、 ジ メ トエー トは5検 体か ら0.02～0.30ppm、

ジ ク ロル ボスは4検 体か ら0.03～0.40ppm検 出 された。

茶等 の残留基準 と比較 して、検 出値の 高いものが見 ら

れ たが、乾燥物 である ことと、茶 の検査法 とは異な る

方法 で検査を実施 した こ とに よ り、残 留基準 との比較

はで きなかった。農薬 を検 出 した検 体についてADI

か ら求 めた ヒ ト(体 重50kg)の 許 容 一 日摂取量は、

最少の もので0.413kg(セ ンナ:ジ ク ロルボス検出値

0.40ppm、ADI0.0033mg/kg体 重/day)で あ った。

ハーブテ ィー、スパイ ス としての摂 取量 は少 なく、安

全性 に問題 はない と考 え られ た。

ク 総臭素(図3)

47検 体(82.5%)か ら1～280ppm検 出 された。50ppm

を超 えて検出 したの は9検 体(15.8%)で あ った。ハ

ー ブの部位別にみた検出値の平均 は
、花(カ モ ミール

等)が60.5ppm、 葉(イ チ ョウ、マテ等)が31.7ppm、

実(ロ ー ズ ヒップ等)が1.8ppmで あ った。 最 も高い

検 出値で あったカモ ミール ・ジャーマ ン280ppmに つ

いてADI(1.0mg/kg体 重/day)か ら求 めた ヒ ト(体 重

50kg)の 許 容 一 日摂取量は、0.179kgで あ った。ハー

ブテ ィー、スパイス としての摂 取量は少な く、安 全性

に問題はない と考え られ た。

表2農 薬検査結果

表3検 出農薬別検査結果

ケ 総臭 素(図3)

47検 体(82.5%)か ら1～280ppm検 出 された。50ppm

を超 えて検 出 したのは9検 体(15.8%)で あ った。ハ

ー ブの部位別 にみた検出値 の平均は
、花(カ モ ミー ル

等)が60.5ppm、 葉(イ チ ョウ、マテ等)が31.7ppm、

実(ロ ーズ ヒップ等)が1.8ppmで あ った。最 も高い

検出値であ ったカモ ミール ・ジャーマン280ppmに つ
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いてADI(1.0mg/kg体 重/day)か ら求めた ヒ ト(体

重50kg)の 許 容一 日摂取量 は、0.179kgで あ った。ハ

ーブテ ィー 、スパイス として の摂 取量は少 なく、安全

性 に問題 はない と考 えられた。

農 林水産省植 物防疫所の 平成15年 植物検疫 統計

(速報)に よると、ハーブ等の検査件数476件 中 、検

査不合格 とな り、臭化 メチル に よるくん蒸がな され た

のは2件(0.4%)で あ った。総臭 素の検出は、原 産

国 もしくは輸 出国での くん蒸 に よるものが多い と考

えられ た。

図3総 臭素検査結果

コ その他

ソル ビン酸、デ ヒ ドロ酢酸、パ ラオ キシ安息香酸エ

ステル類、二酸化硫黄 、カ ビ毒(ア フラ トキシン)は

検 出されなか った。

サ セ ンナ茎の総セ ンノシ ド

セ ンナ茎3検 体の総センノシ ド(セ ンノシ ドA及 び

セ ンノシ ドB)含 量は0.25～0.46%で あ り、食 品 と し

て利用 され る茎 に 日本薬局方収 載セ ンナ(小 葉)の 基

準(総 セ ンノシ ド1.0%以 上)の 半量近い総セ ンノシ

ドが含 まれ てい た。センナについ ては、「医薬品の範

囲に関す る基準」を、部位 では なく、総セ ンノシ ド含

量によ り定める ことが求め られ る。

シ セン トジ ョンズワー トの ヒペ リシン

セン トジ ョンズワー ト5検 体の ヒペ リシン含量 は

0.05～0.12%で あ った。Commission E(ハ ー ブの効能

効果を認 定す る ドイ ツの公 的機 関)が 定める流通 品規

格 ヒペ リシ ン0.3%以 上 を大き く下回 り、原料 による

ば らつき も大きかった。セン トジ ョンズ ワー トを原料

としたサプ リメ ン トは、相応 の効果 を期待 して用い ら

れ ると考 えられ、 ヒペ リシン含 量のば らつ きに よ り、

そ の効 果に格差 を生 じるこ とが懸念 され る。

ス イチ ョウ葉のギンコール酸 及び テル ペ ンラク トン

イチ ョウ葉4検 体 の ギン コール酸 含量 は0.92～

1.49%、 テルペ ンラク トン含量は0.14～0.37%で あ っ

た。ギ ンコール酸 は全 ての検体 か ら検 出 され、煎 じて

飲 用す る場合のア レルギー症状の発現が危惧 され る。

セ キャ ッツクローの リンコフィ リン

キャ ッツクロー3検 体 の リンコフィ リンは全 く含

有 しない ものか ら高含量 の もの まで大 き くば らつい

ていた。特に最 高値0.075%を 示 した検体 は、同属の

日本薬局方収載チ ョウ トウコウの基準(総 リンコフィ

リン0.03%以 上)を 大 き く上回 り、医薬 品 としての

作用発現 が懸念 され た。

ソ カモ ミールのア ピゲニ ン及び ビサボ ロール

カモ ミール のジ ャーマ ン種6検 体、 ローマ ン種1

検 体 について検査 を実施 した。ア ピゲニ ン含量は ジャ

ーマ ン種0 .006～0.019%、 ローマン種0.24%、 ビサ

ボ ロール含量はジャーマ ン種0.002～0.019%で 、 ロ

ーマ ン種か らは検 出されず 、両者の化学的性質 は大 き

く異な っていた。この ことか ら、化 学分析 によ り、両

者 の識別が可能である と考 え られ た。

タ 植 物鑑別(図4、 図5)

平 成15年9月 、有毒 なシキ ミがスターアニスに混

入 している可能性 があ るた め、スターアニスのハーブ

テ ィー を飲 まないよ うに との勧 告 がFDAか ら出 さ

れ 、スターアニスの植 物鑑別 を実施 した。 その結果、

全5検 体をスターアニ ス と鑑別 し、シキ ミの混入を認

めなかった。

図4ス ターアニス 図5シ キミ

チ 流通実態調査

主な流通実態は図6の とお りである。ティー系ハー

ブには、各産地から欧米の流通業者に集められ、日本

へ輸出されるものも多い。複雑な流通実態のため、ト

レーサビリティの導入は進んでいないが、品質管理の

厳 しい ドイツ等を経由することにより、産地か らの輸
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入に比べ 、輸入者 は品質管理 しやす い と考 えている様

子が うか がえた。近年 は、欧州輸出業者 等に より、産

地での品質管理が進 め られ てきてい る。

(4)ま と め

近年 注 目され てい る欧州産、中南米 産等のハーブ に

つ いて、細菌汚染、臭素及び農薬 の残 留量 、重 金属 ・

添加物 の含 量等 の実態 を把握す るこ とが できた。農 薬

を検 出 した検体につい てADIか ら求 めた ヒ ト(体 重

50kg)の 許 容一 日摂取量 は、最少の もので乾燥 ハー ブ

として0.413kgで あ った。ハーブテ ィー 、スパ イス と

して の摂 取量 は少 な く、安全性に問題 はない と考 え ら

れた。

また、7種のハーブについて、医薬品様成分の含量、

植物鑑別等の調査を実施した結果、薬効の発現が懸念

されるハーブが食品として流通 していることが判明

した。今回の調査は、原料ハーブを対象としたが、今

後はこれ らのハーブを用いた健康食品の安全性を検

証することが必要であると考える。本調査結果を、健

康食品の試買調査を担当している安全対策課、及び薬

事監視課に情報提供 し、ハーブを用いた健康食品によ

る健康被害の未然防止の一助 としたい。

(5)参 考資料

1)五 訂 日本食品標準成分表(化 学技術庁資源調査会

編、大蔵省印刷局発行)

2)平 成15年 植物検疫統計(速 報)(農 林水産省)

図6流 通状況
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2市 販の輸入食品に使用されている器具・容器包装の衛生学的実態調査

(1)は じめに

供給熱量ベースで60%を 輸入食品に依存 している

わが国の実情から、都においても輸入食品に対す る監

視業務の強化が図られている。こうした状況の中、昨

年度は輸入者の自主検査により、キャンディの柄から

指定外添加物である着色料が検出され、輸入検疫でも

器具 ・容器包装(以 下容器類)の 違反が散見された。

これまで、食品や容器類の検査は実施 されてきたが、

輸入食品に使用されている容器類の規格検査は殆 ど

行われていない。そこで、規格検査等を実施 し、い く

つかの知見を得たので報告する。

(2)調 査内容

ア 購入調査

(ア)調 査期間:平 成15年4月 から平成16年3月 ま

で

(イ)調 査品目:菓 子23品 目・調味料14品 目・清涼飲

料水8品 目、その他5品 目、計50品 目

都内スーパー等で鉛、カ ドミウム系顔料を使用 し、

違反となる可能性がある黄、赤系容器の食品を中心に

購入 した(表1)。

表1色 別検体数(購 入品の容器類とキャップ)

購入品の容器類の原産国は14カ 国に及び、中国が

12品 目で最 も多く、次いでアメリカが8品 目、韓国

が6品 目であった(表2)。 表示上の原産国と容器類

そのものの原産国が異なるケースを8品 目で確認 し

た。

表2購 入品の原産国(容器類)

(ウ)検 査項 目

a容 器 類:(a)材 質 鑑別(b)材 質別 規格 試験(c)

着 色 料(d)添 加 剤(亜 鉛Zn、 銅Cu、2,6-ジ-t-

ブチ ル-p-ク レ ゾール(BHT)、4,4'-ブ チ リデ ンビ

ス6-t-ブ チル-m-ク レゾール)、n-オ ク タデシル-β

-(4'-ヒ ドロキシ-3'
,5'ジ-t-ブ チル フ ェニル)

プ ロ ピオネー ト、1,1,3-ト リス(2-メ チル-4-ヒ

ドロキシ-5-t-ブ チ ル フェニル)ブ タン、3,3'-

チ オ ジプ ロピオン酸ジ ラウ リル、3,3'-チ オ ジプ

ロピオン酸ジ ミリスチル、 トリス(2,4-ジ-t-ブ チ

ル フェニル)ホ ス ファイ ト

b食 品:細 菌検査(ボ ツ リヌス菌含む)・ 添加物 ・

カ ビ毒、3-モ ノクロロ-1,2-プ ロパンジオール ・鉛

(規 格違反品にお いて実施)

これ らの検査 を検査機 関のSOPに 従 って実施 した。

c検 査機 関

健康安全研究セ ンター微 生物部 ・食 品化 学部

イ 輸入者 にお ける容器 類 の安全性確保 に関す る実態

調査

(ア)対 象:購 入品の都 内輸入業者 と、今年度 、加 工品

の収去 を実施 した輸入業者計21社 に、容器 類の安

全性確 保 に関す る実態 について質問票 を送付 し、

ファクシ ミリで回答 を得 た。

(イ)回 収率:81%(17/21)

ウ 海 外 における容器類 の規制状況調査

文献等 か ら海 外 にお ける容器 類の規格 基準 につい

て調査 した。

(3)結 果 及 び考察

ア 容器類 の検査結果

容器 類 とキ ャップ69検 体 について規格試 験等 を実

施 した。

(ア)材 質鑑別結果(表3)

食 品 分類 ご とに見 てみ る と菓子類 ではポ リプ ロ

ピレン(PP)、 ポ リエチ レン(PE)、 ポ リスチ レ

ン(PS)の 使 用が多 く、清涼飲料水では容器本体

はポ リエ チ レンテ レフタ レー ト(PET)、 キ ャ ッ

プにはPEが 多 く使 用 されていた。調味料 ではPP

の使 用が多かった。
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表3材 質鑑別(項目数)

(イ)材 質別規格試験結果

a調 味料のガラス容器5検 体については、規格にす

べて適合していた。

b合 成樹脂製容器類63検 体の材質試験で次の3検

体が規格違反であった。

ハンガ リー産はちみつのキャップ(黄 色)か ら鉛

310ppm、 マ レーシア産(容 器は中国産)ビ ッグペンシ

ルチ ョコのキャップ(黄 色)か ら鉛1040ppm、 カナダ

産キャンディのキャップ(オ レンジ)か ら鉛1300ppm

が検出された。また、規格違反ではなかったものの、

アメリカ産ソーダポップキャンディのふた(灰 色)か

ら、材質試験でカ ドミウムが87ppm検 出された。これ

らの樹脂はすべてPEで あった。

鉛やカ ドミウムは化合物の形で赤系や黄色系の顔

料、ステアリン酸鉛などの脂肪酸塩の形で食品用以外

のポ リ塩化ビニルの安定剤 として使用される。日本の

規格基準では鉛、カ ドミウムとも100ppm以 下であり、

金属として100ppm程 度の鉛化合物またはカ ドミウム

化合物を添加 しても安定剤 としての効果がなく、実質

的にはこれ らの金属化合物を使用してはならないこ

とを意味するとされている。*1

一方、EUや 米国においても食品用プラスチックの

ポジティブリス トに鉛、カ ドミウムを含んだ添加剤は

収載されていない。

今回、違反品の原産国での規制状況を調査 したと

ころ、ハンガ リーはEC指 令に完全整合 してお り、

中国は材質及び溶出試験で鉛量を規制 していた。カ

ナダの規制状況については不明であった(た だ し、

容器類の真の原産国は、中国を除き確認できず)。

よって、原産国においても鉛の検出は規格違反にな

ると思われる。

検出された原因として、顔料由来が考えられた。

また、工業用プラスチ ックの転用、 リサイクル品の

使 用な どが推測 され るが、輸入者 が他 県の業者 であ

ったた め、調査はで きなか った。

c容 器 か ら鉛 を検 出 した食 品3検 体について鉛 の移

行量 を検査 した結果、ハ ンガ リー産 はちみつ とカナ

ダ産キ ャンデ ィは ともに鉛 が0.01ppm未 満 であった。

マ レーシア産(容 器 は中国産)ビ ッグペ ンシルチ

ョコか らは鉛が0.04ppm検 出 され た。 チ ョコレー ト

にお ける鉛のバ ックグラ ン ド値は0.02ppm～0.21ppm

とのデー タ*2が あ り、今 回の検出量については、容

器 か らの移行ではない と考 えられた。

dそ の他 の材 質試験(カ ドミウム)、 溶出試験 につ

い ては63検 体すべ て規格 に適合 していた。

e個 別規格 につ いて は64検 体 を樹脂別に実施 し、す

べ て規格に適合 していた(表4)。

表4個 別規格樹脂別実施 数

1検 体中でPEとPPが 材質であったため樹脂別検査数は64に なる。

(ウ)着 色料 については41検 体 を検査 し、すべて規格

に適合 していた。

(エ)添 加剤 の検査結果(表5)

最 も多 く検出 され たのは亜鉛 で、33検 体か ら平

均100.2ppm検 出 された。 安定剤 、顔 料か ら由来 し

てい ると思われ る。銅 は青色の製品か ら検 出 され て

お り、顔 料由来 と考 え られ る。

酸化防止剤 で最 も多 く検 出 したのは トリス(2,4-

ジ-t-ブ チル フェニル)ボ スファイ トで、PEとPP

を材 質 とす る24検 体 か ら平均290,1ppm検 出 された。

次いでn-オ ク タデシル-β-(4'-ヒ ドロキシ-3',

5'ジ-t-ブ チ ルフェニル)プ ロピオネー トが15検

体か ら平均294.3ppm検 出 された。

酸化防止剤 は、プ ラスチ ックの酸化に よる強度低

下や ひび割れ の品質劣化 を防止 す る 目的で添加 さ

れ る。汎用樹脂の中でPPとPEは 特 に酸 化を受け

やすいため添加剤 が使用 され るが、今回の結果 か ら

もその傾 向が うかがえた。

今 回検 査 した添加剤 は、食 品衛 生法では規格 がな

く、ポ リオ レフィン等衛 生協議会等、業界 の 自主規

格におけ るポジテ ィブ リス トに収載 されてお り、特

に問題 となる ものはなか った。
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衰5材 質試験(添 加剤)検 体数63

・3
,3'-チ オジプロピオン酸ジミリスチルは 検 出 され ず

・3,3'-チ オジプロピオン酸ジラウリルは 検 出 され ず

・4
,4'-ブ チリデンビス(6-t-ブ チル-m-ク レゾール)検 出され ず

イ 食品の検査結果

食 品50品 目中、調味料1品 目か ら表示に記載の な

い甘味料(ス テ ビオサイ ド0.02g/kg・ レバ ウデ ィオ

サイ ドA0.01g/kg)を 検 出 し19条2項 違反 として措

置 した。その他の検査では特 に問題 となるもの はなか

った。

ウ 輸入者 にお ける容器類の安全 性確保 に関す る実態

調査の結果

約9割 の輸入者は、食品衛生法 に容器の規格 がある

ことを知ってお り、厚労省の ホー ムページの閲覧に よ

り違反事例 のチェ ックも行 っていた(図1、 図2)。

図1規 格について

しか し、実際に自主検

査を実施 し、規格に適合

しているか確認 してい

る輸入者は約6割 にす

ぎず4割 は容器の検査

を実施 していなかった

(図3)。

現地製造メーカーの

検査成績の確認は35%

の輸入者が していなか

った(図4)。

図2違 反事例のチェック

図3自 社での検査について

図4成 績書の確認

さらに自主検査を実

施 している輸入者 に検

査の頻度 を質問 した と

ころ 「新商品のとき」が

60%で 最 も多く、定期的

に検査を実施 している

輸入者はわずか10%で 、容器類の自主検査は定期的

には行われておらず、新商品導入時のみ行われている

ケースが多いことが判明 した(図5)。

図5検 査の頻度

輸入検疫では継続的に輸入される容器類の自主検

査成績書の有効期間は1年 以内と定められている。材

質、使用する着色料、製法等が同一であるものは当初

の自主検査成績が有効である。しかし外観は同 じよう

に見えてもロットが違えば原材料、顔料、添加剤など

が変更されている可能性がある。輸入食品に使用され

る容器類についても、1年 に1回 以上は製造方法等変

更の有無を確認する、または自主検査を実施すべきで

あると考えられる。

エ 海外における容器類の規制状況調査について

日本、米国、EU、 中国における容器類の規制状況

について表6に 示 した。欧米ではポジティブ リス トを

法制化 しているなど、わが国の規制要件 と異なる点が

多々あることが判明した。中国は日本の規格基準に似

てお り、特に移行試験に重点が置かれていることがわ

かった。

今後、輸入食品に限らず国産も含めた容器類の安全

性向上のために、海外の規制状況 との整合性を図りつ

つ、ポジティブ リス ト制導入など、わが国の規格基準

の見直しを図る必要があると考えられた。
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(4)ま とめ

輸入食品に対する検査は、検疫所を始め、各 自治体

がさまざまな流通段階において行っている。 しかし、

食品が入っている容器類 に対する検査は殆 ど行われ

ていない。今回の調査の結果、50品 目中3品 目で規

格違反が発見された(違 反率6%)。 ルーチンの収去

検査 では容器類の検査に必要な検体量 を確保するこ

とが難 しく、未使用品でないことから検査の盲点とな

っていた。今後は、流通拠点で収去を行 う際、食品が

入っている容器についても規格検査を行い、安全性を

確認 していく必要がある。また、4割 の輸入者で食品

の入っている容器類の規格検査を実施 していなかっ

たことか ら、講習会等で積極的に情報提供 し、輸入食

品の安全性を総合的に確保 していきたい。
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3通 信販売食品の衛生学的実態調査

(1)は じめに

インターネット等の情報通信の普及した今 日、いな

がらにして様々な食品を購入することができる。 しか

し、インターネット等による食品の販売は新しい販売

形態であり、次のような問題点がある。

・ 食品衛生知識の乏しい者 も自由に参入でき、有害

食品 ・違反食品が安易に扱われ るおそれがある。

・ インターネットの画面上では、食品衛生法で規定

している表示事項と同等の情報を表示すべ きとす

る規制はなく、購入に際 して食品の安全性を確認す

るための情報が不足している。

・ 通常の流通にのらない食品の場合、行政による監

視が不十分となる。

・ 個人輸入食品、平行輸入食品にあっては、検疫制

度による安全確認がなされないおそれがある。

これ らのことから、インターネッ ト等によ り販売さ

れる食品による健康被害が発生 した場合、即時かつ広

域的に被害が拡大する可能性があり、衛生学的な実態

調査が必要である。

我々は、平成13年 度か ら本調査を継続 してお り、

平成13年 度は、冷凍食品やそ う菜類等簡単な調理で

摂食でき、食中毒の原因となりやすい食品を、平成14

年度は、食肉製品及び漬物を対象 として実施 し、イン

ターネ ッ ト上においては食品を選択するための情報

が極めて不足していることが判明している。

平成15年 度は、薬事法上のチェックを含め、いわ

ゆる健康食品を対象として実施 した。

(2)調 査方法

ア 調査期間 平成15年7月 ～平成16年2月 まで

イ 調査内容

(ア)イ ンターネット上の情報検索

インターネッ ト上で販売 されているいわゆる 「健

康食品」の うち、「清涼飲料水」、「粉末食品」、「茶

類」計124品 目を無作為に抽出して、画面上に示さ

れた情報を検索した。そ して、それらの品目につき、

薬事法上の適否を確認するとともに、食品の選択の

ために必要な事項であると考えられる 「名称」、「製

造者等」及び 「原材料名」等の画面上の表示実施率

を確認 した。

(イ)買 上げ品の衛生学的検査

a買 上げ品目の概要

(ア)で検索 した品目中以下の品目数を買上げた。

「清涼飲料水」11品 目

「粉末食品」9品 目

「茶類」21品 目 計41品 目

b検 査項 目

「清涼飲料水」及び 「粉末食品」について

:細菌検査、重金属検査、添加物検査

「茶類」(医薬品様成分検査実施分)に ついて

:細菌検査、医薬品様成分検査

「茶類」(残 留農薬検査実施分)に ついて

:細菌検査、残留農薬検査

<検 査項 目の詳細>

・細菌検査:細 菌数、大腸菌群、大腸菌、黄色

ブ ドウ球菌、セレウス菌、クロス トリジウム

属菌

・重金属検査:ヒ 素、スズ、鉛、カ ドミウム

・添加物検査:保 存料、甘味料、着色料、酸化

防止剤等から品目によって適宜選択

・残留農薬検査:53項 目

有機塩素 系農 薬:総BHC等5項 目

有機 リン系農薬:エ チオ ン等34項 目

ピレスロイ ド系農薬:シ ペルメ トリン等3項 目

カーバメー ト系農薬:カ ルボフラン等11項 目

・医薬 品様成分検査:総 カプサイシン(カ プサ

イ シン及 びジ ヒ ドロカプサイ シン)、 総セ ン

ノシ ド(セ ンノシ ドA及 びセ ンノシ ドB)

(ウ)茶 類抽出液の保存試験

(イ)の細菌検査結果において、買上げた茶類のセ レ

ウス菌の検出率が高かったことか ら、実際の抽出液

への菌の移行と保管中の抽出液中における菌の増殖

の有無について、抽出液の保存試験を実施 して確認

した。
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<抽 出 ・保存試験 の概 要>

セ レウス菌 を検 出 した品 目中、菌数 の少 ない も

の(細 菌数16×103/g、 セレウス菌数4/0.1g)と 多 い

もの(細 菌数26×104/g、 セレウス菌数76×10/0.1g)

各1品 目を選定 して対象 とした。

この2品 目のテ ィー バ ッグ数包 を無菌的 に開封

し、合 わせ て30gと した後、10gを そ の場 で検 査に

供 し、残 り20gを 、表示上 の2通 りの使用方 法(煮

出 し法 、熱 湯に よる抽 出法)に よって抽 出 し、抽

出液 を保存試験 に供 した。

抽 出液を10℃ 、25℃ 、35℃ で1、3、7日 間保存

した後(0日 につい ては冷 却後)検 査 に供 し、セ

レウス菌数及び細菌数 を測定 した。

(3)検 査 結果

ア イン ターネ ッ ト上の情報検索

(ア)薬 事法

「清 涼飲料水」40品 目、「粉末食品」44品 目及び

「茶類」40品 目、計124品 目の広告表現 内容につい

て 、 薬事 法 上 の適 否 を検 討 した と ころ 、63品 目

(50.8%)に 不 適または不適 の疑いが見 られた。不適の

内容は 、疾病の治療効果 の標 ぼ う(5品 目)の 他 、生

活習慣病の予防(18品 目)、 便通改善(26品 目)な ど、

医薬品的効能効果の標ぼ うに関す るもので あった。

(イ)食 品衛生法等

124品 目について、「名称」、「製造者 」、「原材 料」、

「保 存方法」及 び 「1日 摂取量 目安」の5項 目の情

報 の有無を確認 した。 その結果、表示 率は表1の と

お りであった。

最 も表示率が高かったのは 「原材料 」(58.9%)で

あ り、次い で「1日 摂 取 目安」(26.6%)、 「名 称」(19.4%)、

「保存 方法」(11.3%)、 「製造者」(6.5%)の 順 であ っ

た。

種類別 では 「1日 摂取量 目安」に大 きな差 があ り、

清涼飲料水 の45.0%に 表 示があったの に対 し、茶類

で は2.5%し か表示 がなか った。

表1イ ンターネッ ト上の情報表示率(%)

イ 買上げ品目の表示

(ア)薬 事法

買上げ品目について、薬事法上の表示適否を判

定した結果、41品 目中3品 目(7.3%)に 不適表現が

見 られた。不適の内容は、「生活習慣病の予防」や

「便通改善を促す」な ど医薬品的効能効果の標ぼ

うであった。

(イ)食 品衛生法

買上げ品 目について、食品衛生法上の適否を判

定 した結果は表2の とお りであった。

表2買 上げ品の表示適否(食 品衛生法)

全 体の表示 不適12品 目の内訳は、無表 示4品 目、

添加物表 示3品 目、製造者 表示5品 目であ り、添

加物 表示 以外 の9品 目は買上げ時点で違反(も し

くは違反 の疑 い)が 判明 した。

輸入 品 と国産品の別 で見 る と、輸入 品4品 目は

す べて表示 が不適で あ り、国産品37品 目の不適率

は24.3%で あ った。

(ウ)JAS法

買 上げ品 目につ いて、JAS法 上 の適否 を判 定

した結果 は表3の とお りであ り、41品 目中17品 目

(41.5%)が 不 適で あった。

項 目別 の内訳は、最 も不適率が高かったのは 「保

存方法」(26.8%)で あ り、次 いで 「一括表示」(24.4%)、
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「原 材料 」(14.6%)、 「賞味期 限」(12.2%)、 「内容

量」(7.3%)の 順 であった。

表3買 上げ品の表示適否(JAS法)

ウ 買上げ品目の検査結果

(ア)細 菌検査結果

買上げた41品 目の細菌検査結果は表4の とお り

であった。

表4細 菌検査結果(%)

NT:検 査 せず

a(細 菌 数)清 涼飲料水(11品 目)、 粉末食 品(9

品 目)に おいては、都の指導基 準に該当す る105/g

を超 えたものはなかった。 一方 、指 導基準の適用

外 であるが、茶類(21品 目)の うち6品 目(28.6%)

が105/gを 超 えていた。

b(大 腸菌群)清 涼飲料水(11品 目)、粉末食品(9

品 目)か らは まった く検出せ ず 、茶類(21品 目)

中6品 目(28.6%)か ら検出 した。

c(セ レウス菌)茶 類の20品 目 についてのみ検査

し、11品 目(55.0%)か らセ レウス菌を検 出 した。

d(ク ロス トリジ ウム属菌)清 涼飲 料水(11品 目)、

粉末食 品(9品 目)で は、粉末食 品の1品 目(11.1%)

か ら検出 し、茶類(21品 目)の うち8品 目(38.1%)

か ら検出 した。

(イ)重 金属検査結果

検査 した 「清涼飲料水 」11品 目、 「粉 末食 品」9

品 目のす べてにおい て、清涼飲料水の成分規格 に規

定す る重金 属基準(ヒ 素0.2ppm、 鉛0.4ppm、 カ ドミ

ウム0.1ppm、 ス ズ150ppm以 下)を 超 えて検 出す る

もの はなかった。

(ウ)添 加物検査

a指 定外添加 物

過 去 に違反事例 のあ った清涼飲料水1品 目(米

国産)に ついて、指定外添加物 「酢酸-α-ト コフ

ェロール」の検査 を行 った ところ0.27g/kgを 検 出

した。

bそ の他の添加物

国産の清涼飲料水1品 目か ら、表示 にない安

息香酸0.13g/kg及 びパ ラオキシ安息香酸0.01g/kg

を検 出 した。

国産の清涼飲料水1品 目及 び粉末食 品1品 目

か ら、表示 にないL-ア スコルビン酸0.87g/kg及 び

0.17g/kgを 検 出 した。

(エ)残 留農 薬検査

茶類21品 目の うち、植物 原体をその まま含 む と

思 われ る10品 目につ いて検査 したところ、ゴーヤ

のみ を原料 とす る1品 目か らクロルピ リホスを0.02ppm

検 出 し、そ の他 の農薬 は検 出 しなかった。ま た、

他 の9品 目か らは まった く残留農薬 を検出 しなか

った。

(オ)医 薬 品様成 分検査

原材料 表示に トウガ ラシ含有 と記載 され た茶類

5品 目の うち、3品 目につい ては トウガラ シ固有の

辛味成分 であるカプサイ シン、またはジ ヒ ドロカプ

サイ シンを検 出 しなか った。

また 、セ ンナ 茎含 有 と原材 料表示 された茶類7

品 目の うち、表示 どお り含 有が確認 され たのは2品

目で あった。

エ 茶類抽 出液の保存試験結果

(ア)セ レウス菌の消長

2品 目、2通 りの抽出方法 とも、抽出液 にお いて

セ レウス菌は検 出 され なかった。

(イ)細 菌数 の消長

菌数 の少 ない品 目で は、煮 出 し法によ る抽 出液 に
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は細 菌数 を検出せず 、熱湯抽 出法 に よる抽 出液 では

1ml当 た り10個 未 満の細菌数を検 出 したが、保存

中の菌数の増加 は見 られなかった。

菌数の多い品 目では、煮出 し法 に よる抽出液中

に26/mlの 細 菌数 を検 出 し、10℃ 保 存で は3日 後

に最 高80/ml、25℃ 保 存では、3日 後に最高27×

106/ml、35℃ 保 存 では7日 後 に最 高37×105/mlま

で 増殖 を見た。

熱湯抽出法によ る抽出液中には33×10/mlの 細

菌数 を検出 し、10℃ 保存では1日 後 に最高37×

10/ml、25℃ 保 存 では、3日 後 に最 高13×106/ml、

35℃ 保 存では1日 後に最高17×107/mlま で 増殖

を見た。

(4)考 察 、まとめ

ア イ ンターネ ッ ト上 の情 報につい て

い わ ゆる健康 食 品 を選択 す るた め に必 要 と考 え

られ る種 々の情報 については、「原材 料」 に関す る

情 報 が約6割 の食 品につい て表 示 され てい たが、

「名 称」、「製造者 」 については、2割 未満 しか表示

され てお らず、極 めて不十分で ある ことがわか った

(平成14年 度 の調査 では、631件 の 情報 を検索 し

た結果 、全体 としての表示率は6%で あった)。

イ 実際の食品の不適率

買上 げ品 目においては、一般 的な販売形態 による

食 品に比較 し、添加物 表示や製造者表 示 な どについ

ての不適率が高か った(平 成13年 度6.3%(3/48)、

平 成14年 度18.4%(7/38)、 平 成15年 度29.3%(12/41))。

健 康食 品については 、昭和53年 度 に清涼飲料水

等47品 目、昭和54年 度 に粉末状食 品59品 目、昭

和56年 度 に健康茶49品 目を対象 とした調査 を実施

してい る。規格基 準の改正等 もあ り、単純な比較は

困難 であるが、違反率 を比較す ると表5の とお りで

ある。

特 に、今年度調査 と したイ ンターネ ッ ト販売食品

の場合 、製造、流通の各段階にお いて 、チェ ックを

受 け る機 会が少 ない こ とが違反率 の 高い 要因 と思

われ る。

表5過 去の調査結果 との不適率の比較

※SO2の 表示違反1件 、他はすべて名称不適正

ウ 茶類の細菌汚染実態

今回の調査結果では、茶類の細菌汚染が目立って

いた。特に、セ レウス菌による汚染が半数強の品目

に、クロス トリジウム属菌による汚染が約4割 の品

目に見られた(昭 和56年 度における実施結果では、

セ レウス菌を32.7%(16/49)か ら検出した)。

抽出液の保存試験の結果、セ レウス菌の増殖は確

認できなかったが、一般的にセレウス菌の耐熱性、

病原性は、型別により大きく異なるので、抽出液を

室温で長時間保管して飲用に供することは避けるべ

きと考える。

エ 今後の調査について

これまで3年 間継続 した本調査では、インターネ

ッ トで販売されているいずれの食品群についても、

安全な食品を選択するために消費者が得ることので

きる情報が不十分であることが判明した。

特に、今回買上げた品目の うち、輸入食品はいず

れも違反品であり、輸入食品にあっては、製造、輸

入、流通のいずれの段階においても行政による監視

が十分に行き届いていないことが示唆された。 この

ことから、来年度は輸入食品に的を絞った調査を実

施 したい。

また、商品選択のために最低限インターネ ット上

に表示すべき事項については、今後とも検討を加え、

業界団体等に働きかけを行っていくことが必要であ

ると考える。
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4業 務用食材の農薬及びカ ドミウムの汚染実態調査

(1)目 的

現在、業務用として多種多様な食材が輸入されてい

る。これらの多 くは、輸入後、保管倉庫から問屋を経

て直接飲食店などに納品されるといった流通上の特

性や包装単位が大きいなどの理由から、これまで行政

検査の対象になりにくかった。そこで、このような業

務用食材の安全性を確認するため、現在、残留基準の

改正や国際基準の設定が予定されている項 目に絞っ

て改正前の実態調査を行い、検出された物質の汚染原

因を調査 した。

ア 残留農薬検査

現在、業務用食材の中でも、農産物加工品の輸入

が増加 している1)。 これ ら加工品には残留農薬基準

が適用されないものの、加熱や濃縮などの加工工程

が農薬の残留濃度に影響する可能性が考えられ る。

そこで、昨年度、違反が適用 された冷凍野菜な どの

一次加工品や、依然基準のない濃縮果汁などの加工

度の高い加工品を含めて、農薬の残留状況を調査す

る。また、生産段階の情報が入手できる輸入農産物

を検査 し、輸入国での農薬の使用実態や加工工程が

最終製品の農薬残留に与える影響を調査する。

イ カ ドミウム(Cd)の 汚染調査

日本人が食事から摂取するCdは 、JECFAの暫定耐

要摂取量の6割(30μg/50kg/日)の 水準とな り国際

的にみても高 レベルにある。現在、CODEX委 員会にお

いては、全食品群ごとのCdの 基準値の設定作業が

行われている。食品衛生法では、玄米にのみCdの

残留基準が設定 されているが、これまでの国の調査

では、大豆や魚介類などCdの 残留基準のない一部

の食品は、基準案に比べて超過率が高いことが明ら

かになっている。これらは、食品製造業や調理業向

けに主要な業務用原材料として都内に流通 している。

そこで、大豆な どについて、Cd汚 染の実態を調査

するとともに、原材料から最終製品へのCdの 移行

を調査することにより、Cd摂 取に関するリスクコ

ミニュケーションを進めるための情報の充実を図る。

(2)調 査内容

調査期間:平 成15年4月 から平成16年2月

対象品目:輸 入農産物加工品、大豆、精米、きのこ

買上施設:フ ァミリーレス トラン、輸入業者、問屋、

製造業

検査項目:残 留農薬検査、カ ドミウム

検査機関:健 康安全研究センター

農薬分析第一研究室、有害物化学研究室

(3)結 果および考察

ア 残留農薬検査

ファミリーレス トラン(5系 列)、輸入業者(5業

者)、 製造業(2施 設)よ り検体を集めた。野菜加工

品では、46検 体中6検 体から農薬が検出され、検出

率は13%で あった(表1、 表2)。 内訳は、冷凍野菜

26検 体中5検 体から農薬が検出され検出率は19%で

あったが、原材料の野菜に設定されている基準や登

録保留基準と比較すると、いずれ も許容量の0.2～

34%の 範囲内であった。

農薬の使用実態 と輸入後の残留との関連調査は、

輸入の増加 している生椎茸を対象に、無農薬の契約

栽培による中国産シイタケを輸入する業者から定期

的に合計6検 体買い上げて検査した。キノコ類には

農薬取締法において、原木や菌床培地調製時の殺菌

にのみ、ベノミルの使用が認められている。ベ ノミ

ルは高圧蒸気殺菌などにより、殺菌力や残留性がよ

り高まったカルベンダゾール(以 下、MBC)に 変

化することが報告されている2)。 そこで、これまで

当センターでもキノコ類で検査実績のなかったMBC

もあわせて検査 した。その結果、ベノミルは検出さ

れなかったが、1検体からMBCが0.01ppm検 出され

たため、輸入者に問い合わせた。当該シイタケは数

十軒の農家から菌床栽培(図1)さ れたものを、まと

めて集荷 してお り、個々の農家の栽培状態までは把

握できない とのことであった。今回の残留原因は解

明 されなかったが、菌床製造時にベノミルもしくは

MBCが 使用 された可能性は否定できなかった。当

該シイタケはインターネ ットを使 って、商品にある

コー ド番号から、農薬を使用していない旨の生産履
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歴が検索できるシステムを導入 していた。 しかし、

農家まで追跡可能な トレーサビリテ ィーシステムが

確立されているとはいえなかった。

果実加工品では66検 体中11検 体より農薬が検出

され、検出率は17%で あった。

表1業 務用食材の残留農薬検査結果

があるものの、全体を年度 ごとにみると上昇傾向に

あることがわかった。

図1中 国産シイタケの生産工程

表2残 留農薬検出状況

※(残):残 留農薬基準(登):登 録保留基準(食):食 品添加 物 【暫】暫定基準案

それぞれの検出率は、濃縮果汁は40%(15検 体中

6検 体検出)、乾燥果実13%(30検 体中4検 体検出)

であった。農薬が検出されたのは、濃縮工程を経て

いる濃縮果汁や乾燥工程を経ている乾燥果実であっ

た。 しかし、生鮮果実に換算した場合の残留は、許

容量の8.5～0.05%レ ベルの範囲内であり、農薬が加

工により濃縮 され、高濃度で検出 されるような問題

はみられなかった。

今回のデータを過去3年 間に当センターが実施 し

た輸入農産物の残留農薬検査結果 と比較 した(表3)。

冷凍ほうれん草の違反が相次いだ平成14年 度に高く

なったほか、品目別には検出値、検出率にばらつき

表3輸 入農産物の残留農薬検査過去3年 分(参 考)
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イ カ ドミウム汚染調査

問屋 お よび輸入業者(5軒)製 造業(4施 設)よ り、

国産大豆15道 県34検 体 、輸入大豆4カ 国8検 体 、合

計42検 体 を買い上げた。CODEX基 準値案の0.2ppmを

参 考に した場合 、国産大豆で は34検 体 中8検 体 がこ

れ を超過 し、平均値 は0.14ppmで 超 過率は24%で あ っ

た。大豆 は生産県や市 単位 の出荷 団体に より選別包装

されてい るた め、詳細 な生産地 は判断できない ものの、

今回Cdの 汚染 が高 かった産地 と、現在、Cd汚 染米

の対策 が取 られ ている地域 とは、必ず しも一致せ ず、

Cd汚 染米 の問題 のない産地 の ものか ら高濃 度 に検

出 した事例 もあった。近年 は、土壌汚染の原 因は多様

化 してお り、大豆な ど土壌の影響 を受 けて作物 中のC

d濃 度 が高 くなる特性 を有す る農 産物は、定期的 なモ

ニタ リングが必要 と考えられ た。輸入大豆では8検 体

中7検 体 が検 出限界以下(0.01ppm)で あ り、0.2ppm

を超 過す る ものはな く、国産の ほ うがCdの 汚染 レベ

ルは高い といえた。

図2大 豆のカ ドミウム検 出値 検出値(ppm)

表4大 豆の産地別カ ドミウム検出状況

国産大豆内訳

*:CODEX基 準値案(大 豆0.2ppm)
輸入大豆内訳

ウ 加工品へのCd移 行調査

国産大豆のほとん どは味噌や豆腐など、大豆が主原

料 となる加工食品へ利用 されている。そこで、原材料

の大豆から加工食品へのCdの 移行を調査 した。図3

に示 した工程により製造 される味噌について、原材料

の大豆と破砕米のCd検 査を事前に行い、これらを原

料 とした味噌のCdを 検査した。その結果、5ヶ 月熟

成品で87.3%、12ヶ 月熟成品で89.3%と な り高い移行

率を示 した(表5)。 このことから、今回のような加

熱や発酵 ような加工工程でCd量 を低減することは

難 しいと考えられた。

図3み その製造工程
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表5カ ドミウム最終製 品への移行 調査結果

(1)米みそ(甘口)仕込み期間:5ヶ月

(2)米みそ仕込み期間:12ヶ 月

(4)ま とめ

ア 残留農薬検査

本調査時においては、昨年度の冷凍ほ うれん草事件

の影響で、外食産業の食材調達は野菜やその加工品を

中心に輸入品から国産に切 り替えが行われた。しか し、

コス ト面で国産だけでは到底まかないきれない事情

があり、中国に代わる輸入国として南米などへ多様化

が進んでいる。さらに、食品衛生法の改正により平成

18年5月 からは残留農薬のポジテ ィブ リス ト制が導

入され、輸入者には生産段階からの一層の管理が求め

られることになる。

これまでにない基準の大改正を前に、行政は輸入業

者に対 して、輸入農産物からの農薬検出状況や生産国

における農薬の使用実態などの情報提供をとお して、

事前指導を充実していく必要がある。さらに、これ ら

をわか りやすい情報にして、都民に提供 してい くこと

が求められる。そのため今後も、的確なモニタリング

とデータの分析を進めていく必要がある。

イ カ ドミウム汚染調査

我が国の土壌は火山性 といった地質特性か らCd

濃度が高い。これまで農水省によって、Cd汚 染土壌

の改良やCd低 減化技術の導入 といった対策が とら

れてきた。これらは稲作を対象 としたもので、同じ農

地でも大豆などに転作 した場合、出荷時や流通段階の

検査対象から外れる。一方、平成15年12月 、わが国

がCODEX対 して提出した修正案(大 豆は0.5ppm)を

今回の結果に当てはめた場合、超過するのは1検 体、

超過率は3%に 減少する。

今後、国際基準の設定などに伴い、都民のCdに 対

する関心が高まることも予測 される。食品からのCd

摂取について都民 とのリスクコミュニケー ションが

効果的に進められるよう、今後、通常の収去検査のな

かで、食品のCdに 関するデータを収集 し・分析 して

いく必要がある。

文 献

1)食品産業動態調査:(社)食 品需要研究センター

2)富樫 ら北海道林試報:,13(1),1-5,1999
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5都 内流通食肉におけるE型 肝炎ウイルス保有状況調査

(1)目的

E型 肝炎 ウイルス(以 下、HEV)は 人に経 口感染

し、急性肝炎を発症 した場合は稀に劇症化する。E型

肝炎の致死率は食品由来感染症の中でも際立って高く、

A型 肝炎の10倍 、妊婦の場合は20%に 達するとする

報告がある*1。

これまで日本におけるE型 肝炎の発症は主に、海外

渡航時に感染を受けた 「輸入感染症」とされてきた。

また、豚をはじめ、めん羊、山羊などからHEV抗 体

の検出が報告*2さ れてきたものの、動物や食肉を介 し

た人へのHEV感 染については、明 らかではなかった。

しかし近年、渡航歴のない人のHEV国 内感染事例

*3、*4や 北海道で市販 されていた豚 レバーからE型 肝

炎患者 との関連が示唆されるHEV遺 伝子が検出され

た*5な ど新たな報告が相次いでいる。特に豚について

は、欧米や台湾など広く海外において、HEV感 染の

蔓延が報告*6さ れてお り、わが国の豚についても実態

把握と食肉を対象とした リスク評価を早急に進める必

要性が高まっている。

このような中で、HEVに 関連 して一般の流通食肉

を検査した事例は、これまでほとんどなかった。そこ

で、HEVの 増殖器官であるレバーに着目し、都内に

流通 している豚レバーを対象にHEVの 保有実態を調

査 し、都民への感染リスクの低減と普及啓発を効果的

に行 う上で必要な情報の充実を図ることとした。

(2)調 査内容

ア 調査期間

(ア)事 前調査 平成15年4月 ～7月

通常、動物へのHEV感 染の検査は、血清や糞便

などを検体として行 う。 しかし、都民へのHEV感

染のリスクを調査するためには、豚の生体を検査す

るよりも、食肉として流通 している段階でHEVの

保有を確認す るほうが、都民に身近で正確なデータ

となりうる。そこで、当セ ンター検査部門あてに、

豚 レバーを検体として、既存の方法を応用したHE

V検 査が可能か打診 した。まず、豚のHEV感 染履

歴を調べるため、文献などにはない方法であったが、

豚 レバーの ドリップから抗HEV抗 体を検出する方

法を提案 し、これを受けて検査部門がELISA法 とウ

エスタンブロット法による評価を行って、抗HEV

抗体の検出法を確立した。また、豚 レバーか ら直接

HEV遺 伝子を検出するため、PCR法 による遺伝

子の検出方法を採用することとした。

一方、スーパーなどで市販 されている豚 レバーは、

と畜場や産地まで追跡できる可能性は極めて低い。

そこで、都内スーパーなどに豚 レバーを卸す大規模

な食 肉問屋などに対 して、都内の流通を調査 した。

その上で、産地やと畜場等までの遡 り調査や厳密な

抗体検査の条件となる検体識別が担保 されるような

サンプリング方法を検討 した。また、大手スーパー

にも仕入れ先を調査 し、広域かつ偏 りない検体採取

ができるよう準備 した。

(イ)本 調査:平 成15年8月 ～16年3月

平成15年8月 、食肉を介 した人へのHEV感 染が

国内で初めて明らかになった。 これまでの事前調査

により、豚 レバーのHEV検 査について技術的課題

は解決 していたことから、直ちに、先行調査 として

事業化 し、緊急調査に取組んだ。

検査検体は、事前調査 を含め平成15年7平 成～10

月にスーパーや食肉問屋などから買い上げた豚レバ

ーを対象 とした。

イ 対象品目、検体数

都内仕入先等を通 じて と畜場が確認できた市販豚

レバー、合計217検 体(表1)に ついて調査 した。た

だし、北海道のと畜場で処理 されたレバーは凍結され、

1箱6枚 のレバーが一塊になって包装 された状態にあ

った。そのため、レバーを解凍して ドリップを検体と

するHEV抗 体検査は1箱 ごとに1検 体 とし、レバー

の切片を検査するHEV遺 伝子検査のみ1枚 ごと1

検体(合 計12検 体)と した。
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表1買 上げ先内訳

ウ 検査担当研究 室

微生物部 ウイル ス研究科

エイズ ・イ ンフルエ ンザ研 究室

エ 検査項 目

(ア)ELISA法 に よる抗HEV抗 体 の検 出

(イ)PCR法(nested-PCR及 びrealtime-PCR)

に よ るHEV遺 伝 子 の検出

オ 表示検査

厚 労省 は、食肉 を介す るHEV感 染 事例の発生 を受

けて、平成15年8月19日 、都道府県 あてに食肉 の取

り扱 いの注意喚起 を周知 するよ う通知 した。これ を踏

まえて、スーパーで販売 されている豚 レバーの表示 ラ

ベル について、 「加 熱の 旨」記載 の有無 を検査 した。

(3)結 果 および考察

アHEV抗 体 及びHEV遺 伝 子検 査

207検 体 についてHEV抗 体検査 を行 った結果 、61

検 体(陽 性率29.5%)が 陽 性 とな った。 しか し、P

CR検 査 の結 果、217検 体 いずれ か らもHEV遺 伝 子

は検出 されなかった ことか ら、人 に対 す る直接 的な感

染 リス クはほ とん どない と考え られ た(表2)。

表2抗 体検査及び遺伝子検査結果

(ア)と 畜場 所在都道 県別HEV抗 体 の陽性率

12.5%～100%(平 均29.5%)と ば らつ きが大 き

か った。 と畜場 には、近隣県の養豚農家か ら出荷 さ

れ る豚 も多いため、広域な地域 ごとの傾 向をみ ると、

5検 体以上検査 した県別の結果は、東北地方(12.5%

～28 .6%、n=54、 平均22.2%)、 関 東地方(20.0%

～50 .0%、n=99、 平 均31.3%)、 九州 地方(21.9%

～28 .6%、n=46、 平 均23.9%)で あ り、地域 的な

相違 はみ られ なか った。10検 体以上検査 した県別

の結果 は(東 京都 と畜場 分の豚 は殆 ど他県 か らの出

荷 と考 え られ るの で対 象か ら除 い た)、20.0%～

50.0%(平 均26.5%)で あ った(図1)。

図1と 畜場所在県別HEV抗 体検査結果(n≧10)
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と畜場所在別都道府県及び月別の抗体陽性率を表3に 再掲した。

表3HEV抗 体検査結果(再 掲:と 畜場所在別都道府県及び月別の抗体陽性率)

表4抗 体検査(ELISA法)結 果(再 掲:買 い上げ先別)陽 性検体数/検 査検体数

(イ)買 上げ月別 の抗体陽性 率

7月 は47.6%(陽 性 検体数/検 査検体数=10/21)、

8月 は17.2%(以 下 同様 、5/29)、9月 は28.2%

(31/110)、10月 は31.9%(15/47)で あった(図

2)。 ま た、買い上げ先別に表4に 再掲 した。抗体陽

性 率の変動は、 同一県で も10.0%～60.0%の 幅 で

規則性 なく変動 し、また買上先別 の月変動は14.8%

～50 .0%と 大 きかった上に、買上 げ先相互の連 動性

もなかった。変動要因は、4ヶ 月 の短期調査 では判

断できなか った。
図2抗 体検査結果(月 別)
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イ 加熱用の 旨の表示

7月 ～9月 までにスーパ ーで購入 した豚 レバー80品

目につ いて、 「加熱用」 の 旨の表示の有 無 を点検 した

(図3)。7月 は0%(表 示 あ り/検査件数 、0/18)、8月

(1日 ～11日)は0%(前 出 同様、0/6)だ った が、8

月9日 の各社新 聞報道や8月19日 に厚 労省通知 があ

って以降 、8月(20日 ～31日)は43%(9/21)、9月

は31%(11/35)に 記 載 が あった。8月 末 まで に加熱

の 旨の表示が あった施 設 は約4割 を超 えたが、そ の時

点で表示がなかった施 設 は、その後の立入 り調査の範

囲では、それ以降 も加 熱 の記載 を確認 で きなかった。

また、スーパー に納品 され た原材料の元箱 には 「加熱

用」の 旨の表示があ って も、店頭の包装 ラベルに転記

しない施 設(2施 設)が あ った。 さらに、通知後 は、

しば らく表示を した ものの 、9月 以降、記 載をやめた

施設(2施 設)も あった。

図3「 加熱用」の表示の有無

(スーパーでの包装食肉の表示調査)

豚 レバーには加熱の旨の表示義務はなく、また、通

常、豚 レバーが生食され ることはほとんどない。 し

か し、不十分な加熱調理や二次感染が起 こる危険性

はあり、注意喚起を目的 とした表示の徹底を指導す

る必要がある。

(4)ま とめ

これまで豚へのHEV感 染は一過性で、HEVは 豚

の成長 と共に体内から消失 されるとされてきた*6。 し

かし、昨年、市販の豚 レバーを介 した人へのHEV感

染がほぼ証明されたことにより、豚レバーがHEVを

保有 したまま市販される可能性が否定できなくなった。

殊に最近は、豚の飼養期間が、飼育効率の向上などに

より、標準的な6ヶ 月か ら5ヶ 月程度まで短縮される

傾向にあり、流通後 も食肉にHEVが 残存する危険性

が高まっていると推察される。

今回の調査において、食肉として都内に流通する豚

にも、高率のHEV感 染履歴が確認 された。HEV遺

伝子は検出されなかったものの、死亡率などE型 肝炎

の危害の大きさを考慮すると、行政は人への感染防止

の対策強化に取 り組む必要がある。

HEVは 、63℃で30分 間と同等以上の熱処理で感染

性を失 う。今後、都民のHEV感 染 リスクの低減と食

肉に対する不安解消を図るためには、食肉の取扱いや

十分な加熱調理などの注意喚起を徹底することが重要

となる。 これらを効果的に普及 していくためには、季

節変動も含めた都内流通食肉のHEV保 有等に関する

データを蓄積 ・分析することにより、わか りやすい情

報提供を行 うことが必要である。

その一方で、消費地である東京の地域特性を踏まえ

て、生産段階から流通まで必要な措置が講じられるよ

う、都が実施 した調査結果を生産地に情報提供 してい

くことが求められる。

*1、*2WHO Hepatitis E

*3病 原 微 生 物 検 出 情 報(月 報):

IASR国 立 感 染 症 研 究 所 感 染 症 情 報 セ ン タ ー

*4感 染 染 症 発 生 動 向 調 査 週 報:IDWR感 染 症 の 話

*5YazakiらJ Gen Virol 84
,2351-2357,2003

*6TakahashiらJ Gen Virol 84
,851-862,2003

【概要】生後2～6月 齢のブタ血清か らのHEV遺 伝子検
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6ミ ネラル補給用健康食品の流通実態調査及び含有量調査

(1)目 的

現在、健康食品の市場規模は1.3兆 円といわれ、多

種多様のミネラル補給用健康食品が多くの都民に利用

されている反面、ミネラルにはセ レンのように毒性の

強い元素や過剰症 として肝 ・腎障害を起こす可能性の

あるクロムのような元素もあり、過剰摂取による健康

影響が危惧 されている。

このため、海外で健康被害報告のあるクロム、セ レ

ン、並びに味覚異常との関連性が指摘されている亜鉛

について、ミネラル補給用健康食品の含有量調査を行

い、過剰含有製品の発見に努め、併せて ミネラル補給

用健康食品の流通販売実態等について調査を行った。

(2)調 査項 目

ア 健康食品関係営業者へのアンケー ト調査:ミ ネラル

補給用健康食品の流通販売実態、営業者の安全対策

意識等を把握するため、国内健康食品関係営業者278

社へのアンケー ト調査を実施 した。

イ 市販食品中の亜鉛 ・クロム ・セ レン含有量調査:ミ

ネラル補給用健康食品26品 目、乳児用調製粉乳1品

目、乾燥 ビール酵母食品2品 目(合計市販食品29品

目)を買上げ、ミネラル含有量の調査を行った。

ウ 酵母原体中ミネラル含有量調査:ミ ネラル補給用健

康食品中の ミネラル成分は ミネ ラルを含有する酵母

原体(培 養時に ミネラル成分を高濃度取込ませた粉

末乾燥酵母)に 由来する製品が多いため、当該酵母

原体8品 目を国内製造者及び輸入販売者から提供を

受け含有量調査 ・製造方法等の安全確認をした。

エ 表示検査:買 上げした市販食品29品 目について、

食品衛生法、薬事法等関係法令の表示検査を行った。

(3)調 査結果

ア 健康食品関係営業者へのアンケー ト調査結果:回 答

のあった118社(回 答率42.4%)の 内、健康食品取扱い

のあるる87社(同73.7%)の アンケー トを集計した。

取扱われている健康食品は、多い順に(1)ビタミン含

有食品(62社)、(2)植物成分・ハーブ含有食品(54社)、

(3)ミネラル補給用健康食品(48社)で あ り、ミネラル

補給用健康食品は取扱軒数で3番 目に多く、健康食品

の中でもミネラル補給用健康食品が広 く利用販売 さ

れてい ることが窺 えた。

また、健康食品全体の販売ルー トとしては、医薬 品

取扱 いが 主な販売店(薬 局・ドラッグス トア)43%、 食

品取扱いが主 な販売店(コ ン ビニ ・スーパー ・デパー

ト)27%、 通 信販売 ・インターネ ッ ト販売21%、 訪 問

販売3%、 その他6%で あった(図1)。

図1健 康食品の販売ルート(複数回答)

ミネラル補給用健康食品の含有 ミネラル成分の内訳

をみると、今回調査対象 とした亜鉛、クロム、セ レン

に、栄養機能食品で基準が設定されている鉄、カルシ

ウムを加えると全 ミネラル成分の約7割 を占めている

(図2)。

図2ミ ネラル補給用健康食品の含有成分

(複数回答)
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営業者のミネラル補給用健康食品に対する安全確

保対策を尋ねた ところ、目安摂取量が許容上限摂取量

を超えないよう設定す る(36社)、 原材料 ・製品中含

有量の定期的点検を行っている(32社)、 目安摂取量

が栄養摂取量を超えないよう設定す る(16社)、 その

他 として(4社)、NOAEL(副 作用非発現量)等 を参考に

設定、許容上限ガイ ドラインを顧客に提供、原材料検

査を毎ロット実施等の回答があった(図3)。

図3ミ ネラル補給用健康食品の安全確保策

ミネラル過剰摂取による健康被害防止策について

は、危害情報の迅速周知(36社)、 業界団体による自

主規格整備(28社)、 行政規制強化(19社)、 その他と

して(6社)、 正しい知識普及・学校教育カ リキュラム

改善、身体活動レベル別摂取目安量、許容上限摂取量

以下 とすべき等の回答があった(図4)。

図4ミ ネラル過剰摂取防止策(複数回答)

この他、健康食品全般の安全性確保策 として、「医

薬品的な効能を標榜 しない限り食品 レベルの緩い規

制の下では業界の意識向上も難 しい一般食品と区分

すべき」、「安全確保は製造者の努力 目標だが製造に関

する環境整備(業 許可・施設設備・GMP等)が 不十分」、

「インターネッ ト販売の規制、通信事業者事業法の周

知必要」、「個人輸入代行品は薬事法抵触の恐れがある

だけでなく価格面で もま じめに努力 している事業者

を圧迫す る」等の意見があった。

イ 市販食品中の亜鉛 ・クロム ・セレン含有量調査結

果:ミ ネ ラル補給用健康食品26品 目、乳児用調製粉

乳1品 目、乾燥 ビール酵母食品2品 目の含有量調査

の結果、含有量表示のある製品はほぼ表示 どお りの

含有量であった。

この含有量測定結果を基にして、各食品の含有量測

定値に、製品に記載のある目安摂取量、カプセル ・錠

剤等重量を乗 じ、一 日当り摂取量を算出した。算出摂

取量が各 ミネラルの栄養所要量以上となる21製 品に

ついて表1に まとめた。表2は それぞれのミネラルの

許容上限摂取量と栄養所要量である。

表1市 販食品一日当り摂取量(目 安摂取量最大値で算出)

網掛 けは許容上 限摂取量 を超え る値 、国:国 産品 、個輸:

個 人輸入代行品 、正輸:正 規輸 入品、法外着:法 定外着

色料(ア セ チル レッ ドB)、*:ピ コ リン酸クロムを原 料 と

す る製品、**:ポ リニ コチン酸 ク ロムを原料 とす る製 品
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表2ミ ネラルの許容上限摂取量および栄養所要量

出典:第6次 改定 日本人の栄養所要量

(ア)亜 鉛一 日当 り摂取量:亜 鉛 の許容上限摂取量 を超

える製品が1検 体(No.2)、 栄養 所要量 を超 える製

品 が4検 体(No.1、No.4、No.6～7)、 栄 養所 要量

相 当の製品 が1検 体(No.5)あ っ た。

(イ)ク ロムー 日当 り摂取量:ク ロムの許容上 限摂 取量

を超 える製 品が1検 体(No.14)、 許 容上限摂 取量相

当の製品が3検 体(No.10、No.17～18)、 許 容上限

摂取量近似 値の製品が2検 体(No.8、No.16)、 栄 養

所要量超え る製品が5検 体(No.6～7、No.9、NO,12、

No.15)、 栄養所 要量に相 当または近似値 の製 品が3

検 体(No.11、No.13、NO.19)あ った。

(ウ)セ レン一 日当 り摂取量:セ レンの許容上 限摂 取量

を超 える製 品はなく、栄養 所要量 を超え る製 品が2

検 体(No.19、No.21)、 栄養 所要量 に相当す る製品

が2検 体(No.3、No.20)あ っ た。

ウ 酵母原体 中 ミネ ラル含有量調査結果:酵 母原体 中の

ミネ ラル成 分 を測定 した ところ、各酵母 ともメー カ

ー規定濃度 を概ね担保 していた(表3) 。

含 有総 量の測 定に併せ て、水溶 液中に溶 出す る水溶

性 ミネ ラル成 分量 を測定 した ところ、同一 メー カー 品

で、高濃度 の水溶性亜鉛48,500μg/g(総 量 との対比

83%)、 水 溶性 クロム1,830μg/g(総 量 との対比92%)

を検 出 した酵母原体があった。

国内で市販 され てい る ミネ ラル補給用健康食 品は、

その製品の大部分が酵母原 体(ミ ネ ラルを高濃度 に含

有する粉末乾燥酵 母)を 製造 時に原料等に添加 す るこ

とで所要の ミネラル濃度を得てい る。この酵母原体 の

製造に用い られ る原料 ミネ ラル(酵 母培養時 に培養 液

へ添加 され る)を 表4に 示す。今回高値の水溶性 ミネ

ラル成分を検出 した酵母原体 については、培養後 の酵

母菌体に単に原料 ミネラルを添加 された可能性 もあ

り、当該酵母原体の輸入者に詳 しい製造方法等につい

て回答を求めたところ、培養後酵母に直接添加 したも

のではないとの報告を受けた。

今回、当該酵母原体は海外で製造されていたことに

よりこれ以上の調査はできなかったが、今後もできる

限 り酵母原体関連情報を入手 し、また、検査によりミ

ネラル添加の疑いのあるものについては製造元にそ

の都度、製造方法等を確認 しながら安全確保を図って

いく。

表3酵 母原体中のミネラル含有量

*:メ ー カーの ミネ ラル濃度 規定値

**:()内 数 値は水溶性 ミネ ラル成 分測 定値

表4酵 母原体製造に用い られる原料 ミネラルの例
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工 表示検査結果:製 品表示で薬事法に抵触するものは

なかった。食品衛生法上簡易な表示違反が4例 あり、

所轄保健所あて通報 した。また、国内製品1検 体(表

1、No.11)か ら表示にない着色料(食 用黄色4号 ・食

用赤色102号)を 検出 したため、違反通報 した。

(4)結 語

ア アンケー ト調査の結果、原材料や製品の定期的品質

確認など何らかの形で健康食品製造者 ・販売者等関

係営業者が自主的に安全確保を図っている姿勢が読

み取れた。

ミネラル補給用を含む健康食品の販売ルー トとし

ては、主に医薬品を扱っている薬局 ・ドラッグス トア

での販売が多く、次いでコンビニ ・スーパー等食品販

売を主とする店舗での販売、インターネ ット・通信販

売となっている。食品販売店舗の場合、健康食品につ

いて正確な商品知識を持つ人材の配置が必要であ り、

無店舗販売のインターネット等で販売の場合、購入者

は直接商品を手にとって表示事項を確認できず、疑問

点についても販売員に訊ねることが出来ない。したが

って今後、ミネラル補給用健康食品による危害を未然

防止するには、健康食品利用者を含め広く消費者への

正 しい知識の普及が不可欠である。

また現在、医薬品成分等の健康食品関係危害情報が

インターネ ット等で提供され都民に広 く利用されて

いるが、アンケー トで要望の多かった ミネラル過剰摂

取例等に関する都民・営業者向けの健康被害 リスク情

報提供についても、併せて実施していく必要があると

考えられた。

イ 市販食品(29品 目)の一 日当たり摂取量を算出 し、

その値が各 ミネラルの栄養所要量以上 となる21品 目

について検討 した(表1)。

海外での ミネラル過剰摂取による健康被害例 とし

て、健康食品メーカーの過誤によりセ レンを一錠中

27.3mg含 むサプリメン ト(ラ ベル記載値の182倍)

を服用 し過剰症を集団発生した事件や、高濃度のクロ

ム摂取で腎不全や肝機能障害を起 こした例などが報

告されている。今回の調査で、セ レン含有製品では、

上記事例のような直ちに健康被害を惹起する極端 に

高濃度含有する製品はなかった。

クロム含有製品では、一 日当り摂取量で836μg/日

となる国産品1検 体があった。クロムは、600μg/日、

1200～2400μg/日 のピコリン酸クロム摂取で、腎不全

や肝機能障害の報告例がある。したがって、一 日当り

摂取量で836μg/日 の当該クロム含有製品は、肝疾患

や腎疾患の患者では、過剰摂取の副作用がでる疑いも

あり、摂取に際 しては特に注意を要する。

亜鉛は急性毒性(膵 炎、消化管障害、腎障害)を 除き、

慢性毒性による臨床症状は報告されていないが、亜鉛

含有製品で、一日当り摂取量が150mg/日(許 容上限

摂取量5倍 値に相当)の個人輸入代行品1検 体があっ

た。

ウ 今回インターネット購入 した個人輸入代行品5検

体中、1検体が亜鉛一日当り摂取量で許容上限摂取量

を超えた製品があった。この製品は個人輸入代行品

であったが、都民の健康被害未然防止の観点から、

クロムー 日当り摂取量で許容上限摂取量を超える国

内製品1製 品と共に国へ情報提供を行った。個人輸

入代行品は一般のインターネ ット利用者が正規輸入

品とほぼ同様の手続で容易に購入でき、含有量や含

有成分の不適切な健康食品が一般消費者に渡 る可能

性があることから、今後も健康局ホームページや情

報誌 「くらしの健康」な どを通 じ都民に情報提供す

るとともに、関係業界団体等へ も自主規格やガイ ド

ライン作成などの要望を行いたい。

なお、今回調査対象の輸入品でクロムを含有する製

品(個 人輸入代行品3品 目)は、クロム成分としてピコ

リン酸 クロムまたはポリニコチン酸クロムを使用 し

たもので、国産クロム含有製品の大部分がクロム含有

酵母原体を使用していたのと対照的であった。

ピコリン酸クロム、ポリニコチン酸クロム、酵母原

体の多くは海外で生産されている現状であるので、健

康食品の安全性を確保するために、今後 とも製造方法

などの確認を行 うとともに、このような健康食品素材

に関する情報収集を継続 し、製造者や関係営業者への

監視指導を実施 していく。

また、併せて現行では法規制の対象とならない個人

輸入代行品の調査結果について必要に応 じて国への

情報提供を行っていきたいと考えている。
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7食 品への放射線照射の探知調査

(1)目 的

わが国では、昭和48年 に世界に先駆けてジャガイモ

の発芽防止を目的 とする放射線照射を実用化し、以来、

年間1～1.5万 トン(※1)の 処理が行われているが、

その後、他の食品への拡大は無く、現在に至っている。

海外では、2003年3月 現在、52力 国で食品への放射線

照射が認められ、そのうち約30力 国において殺菌等を

目的とす る実用照射を行っている。(※2)

一方、検疫所における通関時の書類審査では、平成

8年 から平成15年 までに13件(※3)の 放射線照射食

品が発見されている。

しかし、現行法では公定検査法が規定されてお らず、

検疫所では、現在 も輸入届書の記載内容の確認に頼 ら

ざるを得ない状況にあり、輸入者の記載に不備がある

場合には照射食品が輸入される可能性が高い。

そこで、昨年度に引き続き、照射食品の確認検査法

を確立している都立産業技術研究所に検査を依頼 し、

照射食品の発見及び検査データの蓄積に努めるととも

に、今後の監視事業等に活用するべく、照射に関する

国内外の最新情報を収集した。

※1原 子力委員会ホームページ

※2(社)日 本原子力産業会議

※3健 康情報研究センターホームページ

(2)調 査方法

ア 調査期間

平成15年4月 から平成16年3月 まで

イ 検体の収集方法

都内のスーパー、デパー ト、薬店、医薬品卸業等に

おいて購入した。

ウ 検査品目

輸入食品を対象として、現行法上、細菌の規格基準

が規定されているもの、加熱殺菌に適さないものを優

先的に購入 した。検査品目一覧を表1に 示す。

表1検 査品 目一 覧

工 検査機関

(ア)都 立産業技術研究所 生産技術部精密分析技術グ

ループ

(イ)・ 健康安全研究センター微生物部食品微生物研究科

・同センター 食品化学部 食品成分研究科

オ 検査項 目

(ア)放 射線照射の有無

(イ)放 射線照射の効果を確認するために、併せて細菌

検査を実施 した。検査項目は食品に応 じ次の項目か

ら選択した。(細 菌数、大腸菌群、大腸菌、黄色ブ

ドウ球菌、サルモネラ、腸炎ビブリオ、病原大腸菌、

ウエルシュ菌、クロス トリジウム属菌、嫌気性芽胞

菌、エルシニア・エンテロコリチカ、バンコマイシ

ン耐性腸球菌、カンピロバクター、 リステ リア・モ

ノサイ トゲネス)

力 検査方法

放射線照射の検知法と対象食品を表2に 示す。

放射線照射の検知法については、EUが 食品の特性

に応 じたいくつかの方法をヨーロッパ標準法 として
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制定しているところであるが、わが国では、都立産業

技術研究所がその方法を確立している。

なお、今年度は、都立産業技術研究所の技術協力に

よ り、健康安全研究センターにおいても5検 体につい

て確認検査を実施 した。細菌検査については健康安全

研究センター微生物部標準作業書に従い実施 した。

表2放 射線照射の検知法 と対象食品

(3)調 査結果

ア 海外諸国の照射状況

検体の購入に際 しては、国際原子力機関(IAEA)、

国際食品照射諮問グループ(ICGFI)、(財)高 度情

報科学技術研究機構原子力PAデ ータベースセン

ター、日本原子力研究所高崎研究所等のホームペー

ジ検索により、海外諸国の照射状況に関する最新情

報を参考とした(表3)。

表3世 界の食品照射の現状

国際的動向:1983年 、Codex委 員会はJECF(※4)の

勧告を受け、平均線量10kGyを 国際一般規格として

採択した。2003年3月 の第35回Codex委 員会では、

香辛料は30kGyに との提案 もあったが、最終的には、

正当な必要性がある場合を除き10kGyを 超えてはな

らないとされた。

※4FAO/IAEA/WHO照 射食品の健全性に関する合同

専門家委員会

海外における食品照射実用化の動向

米国:1986年 、FDAが1kGy以 下の低線量照射食品

と、香辛料に対する30kGyま での照射を認め、以来、

年間約5万 トンの香辛料が照射 されている。一方、

1999年12月 、USDAは 食肉類の放射線殺菌等に関

する規格基準を制定 し、2000年3月 よ り牛挽き肉の

商業照射が開始され、年間20万 トン以上が照射され

ている。さらに、臭化メチル燻蒸の代替法として青果

物への放射線殺虫処理が実用化され、ハワイやフロリ

ダでは熱帯果実の商業照射が行われている。

アジア:中 国では都市部を中心に90ヶ 所のγ線放射

施設(研 究施設も含む)が あるといわれている。ニン

ニクの芽止め防止をはじめ、香辛料の殺菌、乾燥野菜

等24品 目に対 し照射が認められており、年間5万t

以上が処理されているといわれている。韓国では年間

約3千 トンの香辛料や朝鮮ニンジン粉末を照射 して

いる。タイ、イン ドネシア及びイン ドでも主に香辛料

への食品照射の実用化が始まっており、タイでは発酵

ソーセージ等も照射されている。RCA加 盟のアジア

諸国(※5)は 食品照射の規格基準を制定しようとし

ているが、わが国はRCAの 会議で独自の意見を表明

できない状況下にある。

※51AEA・ アジア原子力地域協力協定

EU:フ ランス、オランダ、ベルギーでの実用照射が

盛んであ り、香辛料の照射については欧州連合での流

通が近く公式に認められる情勢にある。ドイツは食品

照射の実用化に消極的な国であるが、最近、フランス

からの照射香辛料の輸入を認めた。ドイツ国内で流通

している香辛料や冷凍魚介類の約30%が 照射されて

いると ドイツの研究者が非公式に述べてお り、今後、

欧州連合内での食品照射の流通はますます活発にな

っていくと予想 される。また、フランスでは鶏肉への
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照射 が年間約1万 トン規模 で行 われ てお り、ハムや ソ

ーセー ジの加工に使用 され ている。

その他:南 アフ リカでは年間1.2万 トン、イ スラエル

では年 間で1千 トン以上の香 辛料等が照射 されてい

る。

イ 放射線 照射 の有無

TL法(※6)に よ り57検 体 中11検 体(検 出率

19.3%)(※7)か ら放射線 を照射 した と推定 され る結

果 を得 た。

照射 が推定 され た検体は、全て国内販売者 の健康食

品であ り、その内訳は、大麦若葉加 工食品4検 体(2

商 品)、 ケール加 工食品2検 体(1商 品)、 ス ピル リナ

食 品3検 体(3商 品)、 ク ロレラ食 品1検 体(1商 品)

の計10検 体(7商 品)で あ った。健康食 品だけに着

目す ると、照射の疑われ たものは21検 体中10検 体(7

商 品)(検 出率47.6%)と 高率 であった。

照射 が推定 され た食品の細菌検査結果では、一般 細

菌数 がく10～102オ ー ダー、2検 体 か らセ レウス菌 が

10/g検 出 され た ものの良好 な成績 であ り、照射 の効

果 が伺 える結果で あった(表4)。 他 の食品の細菌検

査結 果では問題 となるものは なかった(表5)。

照 射が推定 された食品については、商品 に表示 され

ている販 売者又 は製造者の所轄 自治体 を通 じ、原 材料

が輸入 品の場合 には輸入者 を特定 し、現地 におけ る原

材 料の栽培状況 、製造 工程 、輸送 、輸出、小分け加工

等の各過程 につ いて調査 を行 って いる。

※6TL法:前 処理 によ り得 られた鉱物質 をTLD

リー ダー によ り窒素雰囲気 下、昇温開始温度

50℃ 、最終温度400℃ 、 昇温速度6℃/secの

条件 下で測定 を行い、TL値(glow1)を 求 め

る。測定 した試 料を1kGyで 照射 し一晩放置後 、

再度TL測 定を行 い、TL値(glow2)を 求 め、

TL比(glow1/glow2)を 算 出す る。TL比

が0.1以 上 であ り、かつ、glow1の 発光 強度

が150～250QCの 間 で最 大値を示す場合 、照射

が疑われ る。

※7同 一銘柄 の別 ロ ッ ト品を加 えた検体数 で算

出。銘柄別 では53商 品中7商 品 とな り検 出率

は13.2%。

表4放 射線照射が推定された食品
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表5細 菌検査一覧表

(4)考 察

ア 放射線照射が推定 された食品

大麦若葉及びケール加工食品は、いわゆる「青汁」

と呼ばれるもので、水に混和して飲用する粉末食品

である。これらは、「SOD」(ス ーパー・オキサイ

ド・ディスムターゼ)(※8)や 「GIV」(グ ルコシ

ルイソビテキシン)(※9)を はじめ、 ビタミン類、

ミネラル等を豊富に含み、近年人気のある食品であ

る。一方、スピル リナ及びクロレラ食品も、アミノ

酸、ミネラル等を豊富に含み、健康食品市場におい

てはポピュラーな食品である。

食品衛生法では粉末清涼飲料の成分規格 として

一般細菌数3千/g以 下、大腸菌群陰性 と規定され、

当該食品が粉末清涼飲料に当たらないとしても、

(財)日本健康・栄養食品協会の自主規格では一般細

菌数5万/g以 下、大腸菌群陰性 としている。 しか

し、業界では、近年の食品の事件等を教訓に、さら

に厳 しい基準を採択する傾向にある。

加熱殺菌処理が一般的で容易な方法である反面、

大麦若葉やケール、スピルリナ及びクロレラ加工食

品では、イメージカラーである緑色が褐変 して しま

い商品価値が低下して しまうこと、また、これ らの

商品の売 りにもなっている 「SOD」 や 「GIV」

をはじめ、ビタミン類、ミネラル等有用成分が失活

してしまうため、原材料製造国において、オゾンや

紫外線、ひいては放射線照射による殺菌が有効な代

替法 として候補に挙げ られ、実際に照射 している可

能性は高いものと考えられる。

※8活 性酸素を中和する働きがあると言われて

いる。

※9フ ラボノイ ドの一種で、SODと 同様に活性

酸素を中和し、ビタミンの酸化分解に抑制効

果をもっ。

また、今回、細菌検査結果が極めて良好でありな

がら、食品特性から確認検査が不可能な食品もあっ

た。これらについては、原材料を入手 し、比較照射

試験等を行 うなどしてデータの蓄積に努めてい く

必要がある。

イ 生薬類似食品に対する放射線照射の確認検査

今年度は食薬連携事業として位置付け、生薬5検

体について照射確認検査を実施したが、いずれも照

射は認められなかった。現在の薬事法では、医薬品

に対する放射線照射の禁止規定はないが、生薬 とさ

れていながら食品として用い られるもの(※10)も

あり、照射 された生薬が食品として流通し使用され

ることは大きな問題である。今後も引き続き確認検

査を実施 していく必要がある。

※10タ ーメ リック(香 辛料 ・着色料)→ 欝金(ウ

コン)、

ショウガ(香 辛料)→ 生姜(シ ョウキョウ)

など

(5)ま とめ

今年度の調査から、健康食品市場にはまだ多 くの照

射済食品が存在する可能性のあることが伺えた。

しかし、輸入者に自主検査を行 う意志があって も、

現在、わが国には照射確認検査が可能な施設は皆無に

等 しく、輸出国業者 との信頼関係に頼らざるを得ない

状況にある。さらに、輸入者の放射線照射食品に対す

る知識や意識が希薄であれば、輸入時の申告内容等に

も不備を生じることになり、今後 も検疫所の審査を通

過してしまうおそれがある。

そこで、早期の うちに公定検査法を定め、少なくと

も検疫所においては検査体制の整備を図るとともに、

輸出国における政府機関の調査が可能 となるよう、政

府間の連携の実現が望まれる。

ますます食のグローバル化が進む中、照射国か らも

多種多様の食品が輸入されている現状を踏まえ、本調
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査で得たデータ等を国に提供するとともに、照射食品

の将来的な位置づけ等について国 レベルの検討 を要

望していきたい。

また、都 においても、都民等への最新かつ正確な情

報提供に努め、放射線照射食品に関するリスクコミュ

ニケーションの醸成への一助 としたい。
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